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平成２１年１２月１５日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 詐害行為取消請求事件 

口頭弁論終結日平成２１年９月８日 

 

 

判     決 

原告     国 

被告     株式会社Ｙ 

 

  主     文 

１ 株式会社Ａが、被告に対し、別紙債権目録一覧表記載の貸金債権についてした

平成１８年２月１５日付けの債権譲渡を８０３２万９７９７円の限度で取り消

す｡ 

２ 被告は、原告に対し、前項の判決が確定したときは、８０３２万９７９７円及

びこれに対する前項の判決が確定した日の翌日から支払済みまで年６分の割合に

よる金員を支払え。 

３ 訴訟費用は被告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

主文と同旨｡ 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、株式会社Ａ（以下「訴外会社」という。）に対し租税債権を有する

原告が、被告に対し、訴外会社から被告への債権譲渡が詐害行為に該当すると

主張して、民法４２４条に基づき、被保全債権である上記租税債権の合計額で

ある８０３２万９７９７円の限度でその取消しを求める（以下「本件取消訴訟」
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という。）とともに、本件取消訴訟により当該債権譲渡が取り消されることを

条件として、当該債権譲渡に係る債権を差し押さえたとして、国税徴収法６７

条１項による取立権に基づき、８０３２万９７９７円及びこれに対する本件取

消訴訟の判決が確定した日の翌日から支払済みまで商事法定利率年６分の割合

による遅延損害金の支払を求めている（以下「本件取立訴訟」という。）事案

である。 

２ 争いのない事実等（各項末尾に証拠を掲記した事実以外の事実は、争いのな

い事実である。） 

⑴ 当事者等 

ア 訴外会社は、平成１３年９月２１日、家庭教師の派遣及び教育図書の販

売等を主たる目的として設立された会社である｡ 

イ 被告は、平成８年４月１日に設立された後、休眠状態にあったが、平成

１５年５月２７日ころまでに、訴外会社が被告の発行済み株式総数（４０

０株）の半数を取得して買収した後、求人情報誌の制作及び配布のための

事業活動を開始した｡ 

ウ 訴外会社と被告は、平成１５年９月１日、限度額を５億円とする金銭消

費貸借契約（以下「本件貸付契約」という。）を締結し、訴外会社は、被

告に対し、本件貸付契約に基づいて運転資金を貸し付けた｡ 

エ 訴外会社は、平成１８年１月２４日までに被告の全株式を取得し、被告

は、訴外会社の１００パーセント子会社になった｡ 

⑵ 訴外会社と被告との間のデット･エクイティ･スワップ 

ア 被告は、平成１８年２月４日に開催された第５６回定時取締役会におい

て、被告の資本金額について、従来の２０００万円から１億５６４０万円

増額して１億７６４０万円とするとともに、当該増額分について訴外会社

に対し券面額５万円の株式を３１２８株発行することを決定した（以下「本

件取締役会決定」という。）。 
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イ 訴外会社は、被告との間で、平成１８年２月１５日、被告に対して本件

貸付契約に基づく貸金債権の一部である合計１億５６４０万円の債権（以

下｢本件債権｣という。）を債権譲渡の形式により現物出資して（以下「本

件債権譲渡」という。）、本件債権を混同により消滅させるとともに、被

告から３１２８株の株式（以下「本件株式」という。）の発行を受けると

いうデット･エクイティ･スワップを行った（以下、本件債権譲渡と本件株

式の発行を併せて「本件ＤＥＳ」という。）。 

⑶ 被告の減資等 

ア 被告は、平成１８年２月４日に開催された臨時株主総会において、本件

ＤＥＳが被告の取締役会において承認されることを前提に、被告の資本金

額を１７５万円へ減資し、それにともない、訴外会社が保有する被告株式

３５２８株のうち３４９３株を償却して、訴外会社が保有する株式数を３

５株とするとともに、被告の代表取締役であるＢ（以下「Ｂ」という。）

に対して、被告株式６００株の引き受け権を与えることを決定した（以下

「本件株主総会決定」という。）。 

イ そして、本件ＤＥＳの後に、本件株主総会決定に基づき、平成１８年４

月ころまでに、上記アのとおりの減資、株式償却及びＢに対する５３３株

の被告株式発行等（以下、併せて「本件株式償却等」という。）が行われ

た結果、被告の資本金は２８９０万円、被告の発行済み株式総数は５７８

株となり、そのうち訴外会社が保有する被告の株式数は３５株、Ｂが保有

する被告の株式は５３３株となった。 

⑷ 原告の訴外会社に対する租税債権 

ア 訴外会社は、平成１５年ころから法人税等を滞納しており（甲１ないし

４）、原告は、訴外会社に対し、平成１８年２月１５日当時、別紙租税債

権目録１記載のとおり、既に納付期限を経過した源泉所得税、法人税、消

費税及び地方消費税等の合計８５７７万６２９７円の租税債権を有してい
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た（甲１３の１）。 

イ 原告は、平成２０年５月２７日、国税徴収法６２条に基づき、本件取消

訴訟により本件債権譲渡が取り消されることを条件として、本件債権のう

ち別紙債権目録一覧表記載の各債権を差し押え、同日、債権通知書を被告

に送達したことにより（甲１５の１・２）、国税徴収法６７条１項に基づ

き、別紙債権目録一覧表記載の各債権について取立権を取得した。 

ウ 原告は、訴外会社に対し、平成２０年５月２８日当時、別紙租税債権目

録２記載のとおり、合計８０３２万９７９７円の租税債権を有していた（甲

１３の２）。 

３ 争点 

⑴   本件債権譲渡の詐害行為取消しの可否（争点⑴） 

⑵  本件取立訴訟における相殺の抗弁の成否（争点⑵） 

４ 争点に対する当事者双方の主張 

⑴ 争点⑴（本件債権譲渡の詐害行為取消しの可否）について 

（原告の主張） 

原告は、訴外会社に対し、平成１８年２月１５日当時、既に納付期限を経過

した源泉所得税、法人税、消費税及び地方消費税等の合計８５７７万６２９７

円の租税債権を有しており、平成２０年５月２８日当時、合計８０３２万９７

９７円の租税債権を有していたところ、本件債権譲渡は、以下のとおり、 詐害

行為に該当するから、民法４２４条に基づき、被保全債権の限度で本件債権譲

渡の取消しを求める｡ 

ア 平成１７年３月期（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで。

以下同じ。）の訴外会社においては、総資産２億８１０９万円のうち、２億

１０３５万円が被告に対する貸金であったことからすると、本件ＤＥＳ当時、

訴外会社の主たる積極財産は、本件債権であった。 

イ そして、被告は、平成１５年５月以降本件ＤＥＳに至るまで、事業規模を
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拡大させて、業績を順調に挙げ、それにともない、本件貸付契約に基づく貸

金について弁済が行われ、平成１７年４月１日から本件ＤＥＳまでの間には、

借入残高を平成１７年３月３１日の時点と比べて約５０５４万円減少させ、

本件ＤＥＳ後平成１９年３月までの間には、本件ＤＥＳの時点と比べた借入

残高の減少額及び被告から訴外会社に対する新たな貸付額の合計が約９８０

６万円となった。 

そうすると、訴外会社は、被告から、その後も本件債権の弁済を受けてそ

の全額を回収する見込みがあったといえるから、本件ＤＥＳ当時の本件債権

の価値は、額面通り１億５６４０万円であったと評価すべきである｡ 

ウ これに対し、本件ＤＥＳ当時の本件株式の評価としては、被告が非上場の

同族会社で、その株式には譲渡制限が付されており換価が極めて困難である

こと、第三者に対する売買事例等がないことなどからすれば、純資産評価方

式を採用すべきである。そして、本件株式の価値は、純資産評価方式によれ

ば、平成１７年３月期には０円、本件ＤＥＳが行われた後の平成１８年３月

には３２３万円、本件株式償却等が行われた後には１８６万円であったので

あるから、本件株式は、本件ＤＥＳ当時、無価値であったというべきである｡ 

エ したがって、本件債権と本件株式は等価性を有しておらず、本件株式は無

価値であるにもかかわらず、平成１８年３月期（平成１７年４月１日から平

成１８年３月３１日まで｡以下同じ｡）以降の訴外会社においては、１億５６

４２万円で資産として計上されていたことからすると、本件ＤＥＳにより、

訴外会社は実質的に大幅な債務超過の状態となったものである。 

それに加えて、本件ＤＥＳのように、行使するのが容易な債権を、譲渡制

限がなされた換価困難な株式に転換することは、原告の債権の実現を困難に

するものというべきであるから、詐害性を有するものである。 

また、本件ＤＥＳは、その直後の本件株式償却等と一連の取引として行わ

れており、本件株式償却等により、訴外会社は、本件ＤＥＳにより取得した
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被告の株式数及び株式保有比率が大幅に減少し、被告に発生する利益をほと

んど享受することができなくなった。そうすると、本件ＤＥＳは、被告の再

建を目的に行われたのではなく、業績不振であった訴外会社を解散させ、経

営の中心を業績好調であった被告に移行するために被告の財務状況を好転さ

せる目的で行われたものであるから、詐害性を有するものである｡ 

オ 以上によれば、本件ＤＥＳにおける本件債権譲渡は、詐害行為に該当する

というべきである。 

カ 訴外会社と被告の詐害意思について 

詐害行為取消権の要件である詐害意思は、詐害行為の詐害性との相関で判

断されるところ、上記のとおり、本件債権と本件株式の等価性は著しく損な

われているから、本件債権譲渡の詐害性は強いというべきである。 

そして、訴外会社は被告の唯一の株主であるとともに、訴外会社と被告は、

役員をほぼ共通にするなど極めて深い関係にあるところ、本件ＤＥＳ及び本

件株式償却等は、被告の本件株主総会決定及び本件取締役会決定に基づき行

われたものである。 

以上によれば、訴外会社及び被告において、本件債権譲渡の詐害性を基礎

づける事実関係の認識に欠けるところはないから、訴外会社及び被告の詐害

意思は認められるというべきである。 

（被告の主張） 

ア デット・エクイティ・スワップの詐害性について 

デット・エクイティ・スワップは、債務者に対する既存の債権を、債務者

に対する投資に振りかえることにより、債務者の負債を減少させて、資本を

増加させ、回収不能な債権を後に債権回収するというものであって、返済期

限の繰り延べ又は債権放棄に類似し、かつ当事者に負担の生じない優れた会

社再建手段であるから、詐害行為に該当しないというべきである。 

イ 本件ＤＥＳの詐害性について 
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（ア） 被告は、平成１７年３月期には、１億９０００万円もの累積損失を

抱えた状態であり、本件ＤＥＳ当時、訴外会社から極めて低い金利で合

計１億５６４０万円を借り入れていたことからすれば、被告には訴外会

社に対する債務を弁済する能力は全くなく、本件債権の本件ＤＥＳ当時

の評価額としては、０円であったというべきである｡ 

   （イ） 本件株式が、譲渡制限株式であり、換価が困難であるからといって、 

譲渡について被告の取締役会の承認を得れば譲渡できるのであるから、

譲渡制限株式であることを理由に価値がないとはいえない。 

また、被告が平成１８年３月期においては、１３４８万円の利益を

上げるなど業績を上げていたことからすれば、本件株式については、

キャッシュフローに基づいてその価値を評価すべきであって、純資産

評価方式に基づいてその価値を評価する必要はない。 

（ウ） 本件株式償却等は、本件ＤＥＳとは何ら関係がなく、かつ、本件株

式償却等により訴外会社の財産が社外へ流出したわけではないから、

本件株式償却等が、本件ＤＥＳの詐害性を基礎づけるわけではない。 

ウ 被告の善意の抗弁 

デット・エクイティ・スワップが詐害行為として取り消される場合には、

詐害意思の要件として、債務者と受益者がデット・エクイティ・スワップに

ついて認識していたことのみでは足らず、債務者と受益者との間の通謀及び

他の債権者に対する積極的な害意が必要であると解すべきである｡ 

本件において、被告は、不採算にあえぎ、訴外会社からの資金援助を受け

なければ存続できず、かつ、訴外会社に対する債務の返済は全く不可能な状

況にあったから、本件ＤＥＳは、訴外会社存続のための唯一の手段であった。

したがって、被告には、債権者に対する積極的な害意は存在せず、詐害意思

を有していなかったものである。また、本件株式償却等についても、その手

続に問題はなく、訴外会社の財産が社外に流出したわけではないから、被告
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には、詐害意思はなかったものである｡ 

⑵  争点⑵（本件取立訴訟における相殺の抗弁の成否）について 

（被告の主張） 

ア 原告の本件取消訴訟における請求が認められた場合、訴外会社の被告に対す

る本件債権は、取消前の状態に戻って訴外会社に帰属することとなる。 

そして、被告は、訴外会社に対し１億１０８３万５２２１円の貸金債権を有

しているところ、被告は、原告に対し、平成２０年１１月７日の本件口頭弁論

期日において、当該債権をもって、本件債権とその対当額において相殺する旨

の意思表示をした。 

したがって、本件債権は、上記貸金債権額の限度で消滅する。 

イ 原告は、詐害行為取消しの相対効を根拠として、本件債権は訴外会社に帰属

しないと主張するが、詐害行為取消権の行使により復帰した債権が債務者に帰

属しないとするならば、債権者がこれを差し押さえる余地はないから、原告の

本件取立訴訟における請求自体が成立しないことは明らかであり、原告の主張

は失当である。 

（原告の主張） 

ア 詐害行為取消しの効果は、債権者と受益者との関係においてのみ法律行為を

取り消すにとどまり、その他の者との間の法律関係には影響を及ぼさない（相

対的効力）。そうすると、本件債権譲渡が詐害行為として取り消されたとして

も、あくまで原告と被告との関係において、本件債権が訴外会社に復帰するに

すぎず、訴外会社と被告との関係においては、取消しにより本件債権が訴外会

社に復帰するわけではなく、本件債権譲渡は有効である｡  

したがって、訴外会社と被告との関係では、被告の主張する受働債権は存在

しないことになるから、被告の相殺の抗弁には理由がない｡ 

イ また、仮に被告の主張する相殺の抗弁が認められるとすると、詐害行為取消

権の行使によって総債権者のために債務者の責任財産が回復したにもかかわら
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ず、相殺によって一般債権者である受益者が優先的にその利益を享受すること

になり詐害行為取消制度の趣旨が全く没却されることとなるから、被告の主張

する相殺は認められないというべきである｡  

第３ 争点に対する判断 

１  争点⑴（本件債権譲渡の詐害行為取消しの可否）について 

⑴  前記「争いのない事実等」、証拠（甲２、３、５の１・２、６の１・２、

９ないし１２、１７）及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

ア 訴外会社と被告の関係 

訴外会社は、平成１５年５月２７日ころまでに、被告の発行済み株式総

数の半数を取得した後、平成１８年１月２４日までに被告の全株式を取得

した｡ 

訴外会社が平成１５年に被告株式を取得した後、訴外会社の取締役であ

ったＣ（以下「Ｃ」という。）が被告の代表取締役に就任した。その後、

訴外会社の代表取締役であったＢが、平成１６年１１月３０日に被告の代

表取締役に就任し、Ｃが、平成１７年１２月１５日に訴外会社の代表取締

役に就任して以降、本件ＤＥＳ当時まで、被告の代表取締役はＢ、訴外会

社の代表取締役はＣであった（甲５の１・２、６の１・２）。 

訴外会社と被告は、平成１５年９月１日、本件貸付契約を締結し、訴外

会社は、被告に対し、本件貸付契約に基づいて運転資金を貸し付けた｡ 

イ 訴外会社の状況 

訴外会社の平成１７年３月期の貸借対照表において、総資産２億８１０

９万４６５２円のうち、被告に対する貸付金が２億１０３５万４６６８円

を占めており、また、負債合計は２億２１１５万１０９６円であった（甲

２）。 

訴外会社の平成１８年３月期の貸借対照表において、総資産２億０９７

６万９７７１円のうち、被告株式が１億５６４２万０００２円を占めてお
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り、また、負債合計は１億４４２３万４４９１円であった（甲３）。 

訴外会社は、原告に対し、平成１８年２月１５日当時、既に納付期限を

経過した源泉所得税、法人税、消費税及び地方消費税等の合計８５７７万

６２９７円の租税債務を負っていた。 

ウ 被告の状況 

（ア） 本件ＤＥＳ前 

訴外会社による買収後、被告は、求人情報誌の制作及び配布のため   

の事業活動を開始し、平成１５年１１月には無料求人情報誌「J-Page｣

を創刊し、平成１６年６月には、新聞折込求人誌「IZ」を創刊して、

同誌について、平成１７年１月にさいたま営業所及び千葉北営業所、

同年８月にインターネット事業部、平成１８年２月に川越営業所を開

設するなどした（弁論の全趣旨）。 

被告の売上高は、平成１６年３月期（平成１５年４月１日から平成

１６年３月３１日まで｡）には、約２２９５万円、平成１７年３月期に

は約４億９５７８万円、平成１８年３月期には約９億２４７６万円と

なり、被告の損益は、平成１６年３月期には、約６７３９万円の当期

損失、平成１７年３月期には約７３４２万円の当期損失、平成１８年

３月期には約１３５１万円の当期利益となった（甲９ないし１１）。 

被告は、平成１７年４月１日から平成１８年２月１４日まで、訴外

会社から約１億０７７０万円を新たに借り入れたのに対し、訴外会社

に対して、約１億５８２４万円の弁済を行って、借入残高を平成１７

年３月３１日の時点と比べて約５０５４万円減少させた（甲１７）｡ 

（イ） 本件ＤＥＳ後 

被告は、本件ＤＥＳ後平成１８年３月３１日までの間に、訴外会社

から約１０９２万円を新たに借り入れたのに対し、訴外会社に対し２

４４３万円の弁済を行って、借入残高を約１３５１万円減少させた（甲
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１７）。 

平成１９年３月期（平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日

まで。）には、被告の売上高は、約１５億０７４８万円、当期利益は

約２２８７万円となった（甲１２）。 

被告は、平成１９年３月期に、訴外会社に対し、約８４５５万円の

貸付けを行った（甲１２）。 

エ 本件ＤＥＳ及び本件株式償却等 

被告は、平成１８年２月４日に開催された臨時株主総会において、唯一

の株主である訴外会社の賛成を得て、本件ＤＥＳが被告の取締役会におい

て承認されることを前提に、本件株式償却等を行う旨の本件株主総会決定

を行い、次いで、同日に開催された取締役会において、本件ＤＥＳを行う

旨の本件取締役会決定を行った｡ 

訴外会社は、平成１８年２月１５日に本件ＤＥＳを行い、被告株式３１

２８株を取得した後、本件株式償却等が行われ、訴外会社が保有する被告

株式３５２８株のうち３４９３株が償却され、被告株式の保有数が３５株

となったのに対し、被告は、Ｂに対して、被告株式５３３株を新たに発行

するなどした｡ 

⑵ ア 以上認定したところによれば、訴外会社には、本件ＤＥＳ当時、本件債

権以外に見るべき資産はなく、総資産から本件債権を除くと、債務超過と

なっていたことが認められるところ、被告は、平成１７年ころから業績が

順調に拡大し、本件ＤＥＳの前後を通じて、訴外会社に対し本件貸付契約

に基づく貸金の弁済を順調に行っていたのであるから、本件債権の回収可

能性は十分にあったというべきである｡これに対し、本件株式は、純資産評

価方式によってその価値を算定すると、平成１７年３月期には０円、本件

ＤＥＳが行われた後の平成１８年３月には３２３万円、本件株式償却が行

われた後には１８６万円であった（弁論の全趣旨）ことに加え、換価する
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ことが困難な非上場株式であったのであるから、本件ＤＥＳにおいて本件

債権と引換えに本件株式を取得することは、訴外会社の債権者の債権の行

使を困難ならしめるものである。そして、訴外会社が被告の唯一の株主と

して本件株主総会決定をなしたことに基づき、本件ＤＥＳが行われた直後

に本件株式償却等が行われ、訴外会社が本件ＤＥＳにより取得した本件株

式の株式数及び株式保有比率が大幅に低下したことからすれば、訴外会社

は、本件ＤＥＳと本件株式償却等を一連一体のものとして行うことにより、

本件債権を譲渡するとともに、これと引換えに取得した本件株式から利益

を得ることを自ら放棄したものということができる。 

以上の事情を総合すると、本件債権譲渡は、他に格別の資産を有しない

訴外会社の責任財産を減少させるものであり、債権者を害する行為に該当

することは明らかである。 

イ この点について、被告は、①デット・エクイティ・スワップは詐害行為

に該当しない、②本件債権に価値がないのに対し、本件株式に価値がある、

③本件株式償却等は本件ＤＥＳの詐害性とは無関係であることなどを理由

に、本件債権譲渡は詐害行為には該当しない旨主張する。 

しかしながら、デット・エクイティ・スワップが、企業再建の手段とし

て行われることがあるとしても、それが債権者を害するものであるならば

詐害行為として取り消され得ることは当然であって、デット・エクイティ・

スワップがおよそ詐害行為に当たらないと解すべき理由はない。 

また、本件ＤＥＳは、上記のとおり、本件株式償却等と一連一体のもの

として行われ、訴外会社は、回収可能性のある本件債権を譲渡するのに対

し、これと引換えに取得した本件株式から利益を得ることを自ら放棄した

ものと いうべきであるから、被告の上記②③の主張には理由がない。 

⑶  訴外会社及び被告の詐害意思について 

上記⑴アで認定したとおり、訴外会社は、平成１５年に被告の発行済み株
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式の半数を取得した後、平成１８年１月までにその全株式を取得したこと、

ＣとＢが、訴外会社と被告の代表取締役にそれぞれ相互に就任していたこと

からすれば、訴外会社と被告は、互いの状況を熟知していたものと認められ

る。そして、上記（２）で判示したとおり、訴外会社及び被告による本件Ｄ

ＥＳ及び本件株式償却等は、一連一体のものとして行われ、訴外会社は、本

件債権譲渡と引換えに取得した本件株式から利益を得ることを自ら放棄して

いたことに照らすと、訴外会社及び被告は、本件ＤＥＳが債権者を害するこ

とを認識しながら、本件ＤＥＳ及びその後の本件株式償却等を行ったものと

認めるのが相当である。 

したがって、被告には詐害意思がなかった旨の被告の主張には理由がない。 

⑷  以上によれば、本件債権譲渡は詐害行為に該当するから、原告は、被告に     

対し、訴外会社に対して有する被保全債権合計８０３２万９７９７円の限度

で本件債権譲渡の取消しをなし得るものというべきである。 

２ 争点⑵（本件取立訴訟における相殺の抗弁の成否） 

被告は、本件債権譲渡が詐害行為として取り消された場合には、本件債権は、

取消前の状態に戻って訴外会社に属するから、被告の訴外会社に対する貸金債権

をもって、本件債権と相殺した旨主張する｡ 

しかしながら、詐害行為取消権の効果は、債権者である原告と受益者である被

告との間において法律行為を取り消すことにより、当該法律行為がなかったとす

るものであり、両者間以外の者に対して当該法律行為を無効ならしめるものでは

ない（大審院明治４４年３月２４日民事連合部判決参照）から、本件取消訴訟に

おいて、本件債権譲渡が詐害行為として取り消されたとしても、あくまで原告と

被告との間において、訴外会社の被告に対する本件債権が訴外会社に復帰するに

すぎず、訴外会社と被告との関係においては、取消しにより本件債権が訴外会社

に復帰するわけではない。そうすると、本件取立訴訟において、本件債権を受働

債権とする被告の相殺の主張に理由がないことは明らかである。 
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なお、被告は、詐害行為取消権の行使により復帰した本件債権が債務者である

訴外会社に帰属しないとするならば、債権者がこれを差し押さえる余地はないと

主張する｡しかしながら、詐害行為取消権は、一般債権者の債権の引き当てとなる

債務者の責任財産を保全する制度であり、詐害行為取消権の行使により、責任財

産から逸失した財産は、総債権者の利益を図る限度で債務者の下に復帰したもの

とみなされるのであって、この財産に対して債権者が差押えをすることは当然に

予定されているものというべきであるから、上記主張は理由がない。 

３ 以上によれば、原告の本訴請求はいずれも理由があるからこれを認容し、主文

のとおり判決する。 
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